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第１回「海外水インフラ PPP 協議会」の開催結果概要及び資料の公表について  
 

 
海外における上下水道の整備、運営・管理は、今後も大きな需要が見込まれ、2025

年には約 80 兆円規模の市場に成長する見通しですが、日本企業は優れた技術を持つ

ものの、運営・管理を含むトータルマネジメントの実績は少ない状況です。 
このため、上下水道など海外の水インフラプロジェクトに関して、官民による情報

の共有・交換を行うための場として本協議会を設置し、水源確保から上下水道事業ま

での水管理をパッケージとして捉え、官民共同セミナーを開催するなど、官民連携に

よる海外展開に向けた取り組みを積極的に推進するものです。 
 
本協議会は、公募により選定された民間企業の委員１３９名のほか、国土交通省、

厚生労働省、経済産業省、環境省、外務省、総務省、関係機関、自治体を含め、合計

１８６名の委員により構成されています。 
 
会議の冒頭、主催者を代表して前原国土交通大臣より、水インフラ市場は 2025 年

には約 80 兆円規模に成長する見通しであり官民あげて海外展開に取り組む必要があ

ること、主役は民間企業であるがトップセールスなど政府も後押ししていくこと、日

本企業や自治体が持っている運営ノウハウを海外展開することにより日本と海外が

ウィンウィンの関係を構築できること等のご挨拶がありました。 
続いて小島座長より、今後も大きな成長が見込まれる水インフラ市場は日本企業に

とっても大きなビジネスチャンスであること、水源確保から上下水道事業まで一貫し

て官民連携の取り組みを推進する本協議会の設置は大変意義のあるものであること、

政府もトップセールスや F/S 調査に積極的に取り組んでほしいこと等のご挨拶があ

りました。 
 
次に協議会の設立趣旨、運営要綱について確認が行われた後、委員から各社の取り

組みや関係機関への要望についてご発言頂きました。 
 
最後に今後の進め方について議論が行われ、協議会における情報交換、民間企業等

（希望者）からのヒアリング等を踏まえ、具体の案件形成や案件受注を後押しするた

めの相手国政府への働きかけ（官民セミナー、トップセールス）やコンソーシアムの

形成等により、本邦企業またはコンソーシアムによる受注を目指すこととなりました。 

この度、海外の水インフラプロジェクトに関し、官民連携による海外展開に向

けた取組を推進するため、「海外水インフラ PPP 協議会」（座長：三菱商事（株）

小島会長）を設置し、第１回協議会を開催いたしましたので、概要をお知らせい

たします。 



＜開催結果概要＞ 
日時  平成２２年７月６日（火）１４：３０～１６：３０ 
場所  全国都市会館 ２階 大ホール（東京都千代田区平河町２－４－２） 
委員  民間企業、関係機関、自治体、関係各省等（資料１参照） 
議事  協議会設立趣旨、運営要綱について 

委員からのご発言 
今後の進め方 等 

 
＜配布資料＞ 
議事次第、座席表 
資料１ 海外水インフラ PPP 協議会委員一覧 
資料２ 海外水インフラ PPP 協議会設立趣旨 
資料３ 海外水インフラ PPP 協議会運営要綱 
資料４ 各企業・機関の取り組み等について 
資料５ 今後の進め方（案） 
※ 議事概要は後日公表させていただきます。 

 
 
 
 

会議の様子 

お問い合わせ先 
国土交通省総合政策局国際建設推進室    奥村、山内（電話：03-5253-8315）

 厚生労働省健康局水道課          東、常盤 （電話：03-3595-2368）
経済産業省製造産業局水ビジネス・国際インフラシステム推進室  三橋、佐藤（電話：03-3501-1792）

小島座長によるご挨拶 前原国土交通大臣によるご挨拶 


